
 

 

 

 

 
 

 

2021 年度 

事業計画書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般財団法人あんしん財団 
 

 



 

2021 年度  事業計画書・予算書 目次 

Ⅰ．事業計画書 

2021年度 基本方針 ……………………………………………… 1 

｢事業運営の基本理念｣及び「行動指針」 …………………………  2 

１．事業運営の基本理念   ………………………………………  2 

２．行動指針  ……………………………………………………  2 

中小企業を支援する各種事業   ……………………………………  3‐6 
 

  １．特定保険業 ……………………………………………………  3‐4 

２．お客様サービス事業   ………………………………………  5‐6 

社会貢献活動（CSR）と広報   ……………………………………  7‐9 

  １．社会貢献活動（CSR）への取り組み  ……………………  7‐8 

２. 広報活動  …………………………………………………… ９ 

業務品質向上と内部管理体制   …………………………………… 10-13 
 

１．業務品質向上   ……………………………………………… 10-11 

２．内部管理体制   ……………………………………………… 12-13 
 

  



 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．事業計画書 
 

 

 



1 
 

 
2021 年度  基本方針  

 

当法人は、2021 年度も引き続き、特定保険業及び災害防止・福利厚生等お客様サービ
ス事業の運営を通じて、会員の中小企業を支援するとともに、日本の中小企業の健全で
持続的な発展に寄与し、社会に貢献する組織として活動を行っていく。 
一般財団法人及び認可特定保険業者として顧客本位の業務運営を行い、財務の健全性

の維持発展、人財育成・活用に取り組む。 
 

１．特定保険業  
事業総合傷害保険の引受を通じて中小企業の発展に寄与することを第一義に、「内

部統制基本方針」に基づいた健全かつ適切な業務運営を行う。また、保険募集管理態
勢を維持・向上させるため、職員に対する継続的な教育とともに、紹介業務所の業務
品質向上のための継続的な取り組みを実施する。 
また、保険金請求の利便性向上やデジタル化による事務の効率化等により、一層の

迅速かつ公平な保険金支払を行い、更なる顧客満足度向上を実現し得る保険金支払態
勢を構築する。 

 
２．お客様サービス事業  

職場の環境改善や健康の保持増進に資するための各種補助金制度の見直しに加え、
広く中小企業における健やかで豊かな職場づくりに寄与するための啓発活動を行う。
また、2018 年 4 月から導入した会員に対する福利厚生サービス「あんしん財団 
WELBOX」は、中小企業における福利厚生の充実を図るための有益なサービスであ
り、さらなる周知と利用促進を図っていく。 

 
３．社会貢献活動（CSR）と広報  

日本の中小企業の発展のために、社会及び中小企業が抱える課題と向き合い、事業
活動を通じて社会課題の解決や社会貢献活動に継続して取り組んでいく。また、広報
誌『あんしん Life』や当法人のホームページの充実及び利便性の向上を図るとともに、
各種メディアを通じて定期的に会員や社会に情報発信し、当法人の事業活動の価値、
理念や想いを丁寧に伝えていく。 
 

４．業務品質向上と内部管理体制 
良質で有益な会員サービスを提供するため、常に職員の知識や多様なスキルの向上 

を図り、特定保険業及び災害防止・福利厚生等お客様サービス事業の担い手としての
専門性を高めていく。また、会員等からの「お客様の声」を広く収集するとともに、
デジタル環境の整備を進め、業務改善や品質向上につなげる。 
また、適切な経営態勢及び財務の健全性を確保するため、「内部統制基本方針」に 

基づく事業運営を行う。内部監査部門は、法令等の遵守状況、業務の執行、財産の管
理及び内部管理体制に関する適切性、有効性について内部監査を実施する。さらに、
監事、法務・コンプライアンス部との連携を強化することで内部監査品質の向上を図る。 
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「事業運営の基本理念」及び「行動指針」 

 
当法人は役職員全員が意思統一を図りながら、健全かつ適切な業務運営を行うため、

「事業運営の基本理念」及び「行動指針」を明文化しています。 
 

１．事業運営の基本理念 
あんしん財団は、日本経済発展の基盤である中小企業を支援する一般財団法人とし

て認可特定保険業及び災害防止・福利厚生等お客様サービス事業の運営を通じ中小企
業の健全な発展と福祉の増進に寄与します。 

 
あんしん財団は、つねに中小企業の方々の立場に立ち、中小企業にとり真に有益な

サービスとは何かを考え、社会に貢献する事業内容の向上に努めます。 
 
あんしん財団は、中小企業の方々から信頼される一般財団法人として、その事業活

動の価値を広く社会から認められるよう、役職員全員が不断の努力を続けてまいりま
す。 

 

２．行動指針 
（１）社会貢献 

一般財団法人として社会における存在価値を高め、全ての事業を通じて積極的
に社会貢献活動に取り組みます。 

（２）改革改善 
中小企業のさまざまな問題を的確に把握し、社会ニーズに適合した事業内容の

改革・改善に努めます。 
（３）コンプライアンスの重視 

定款、約款、事業方法書等を遵守し、法令等コンプライアンス遵守「知行合
一」のもと日々の業務に取り組みます。 

（４）業務品質向上 
つねに高い知識や技術の習得に努め、これを結集して一般財団法人として高品質

の事業・サービスを提供します。 
（５）反社会的勢力の排除 

社会の秩序安全に脅威を与える反社会的な勢力とは一切関係を持たず、断固と
してこれを排除します。 

（６）人材育成 
つねに組織・個人の成長と会員満足度の向上を目指して、積極的に人材の育成に

取り組みます。 
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中小企業を支援する各種事業 
 
中小企業を支援する事業として、特定保険業及び災害防止・福利厚生等お客様サービス

事業を実施する。 
 
１．特定保険業 

～業務上・業務外のケガに対する補償～ 
 

（１）概要 
１）保険募集 

認可特定保険業者として「顧客本位の業務運営」の実現に向け、契約者・被
保険者保護を第一とした適正な保険募集を行うための職員研修を実施し、個々
の職員の専門性向上を図る。また、見込客情報の提供（紹介）を委託している
紹介業務所に対し、委託時には「紹介業務所業務ガイド」「研修テキスト」等を
用いて業務全般の説明と研修・理解度テストを実施しているが、委託後におい
ても、各種ガイド等で定期的な点検や研修・理解度テストを実施して紹介業務
所の業務内容の確認と業務知識の向上を図る等、適切な保険募集管理態勢の維
持・構築に努めていく。 
 

２）保険金支払 
当法人の事業総合傷害保険の趣旨や目的を着実に実現するため、職員の保険

金支払の適切性の審査・検証能力向上のための職員研修を実施する。また、保
険金請求の利便性向上や事務の効率化、適正な保険金支払のためのデジタル化
の推進、外部専門機関等の積極的な活用により、一層の迅速かつ公平な保険金
支払を行う。 
 

（２）事業計画 
１）保険募集 
① 募集コンプライアンス 

認可特定保険業者として金融商品を販売するにあたり、契約者・被保険者
保護を第一とし、「会員の勧誘に関する方針」、「募集管理規程」に則った適
正な保険募集を行うよう努める。当法人では、保険募集に係る業務品質の確
保及び募集コンプライアンスの徹底のため、保険募集は職員に限定してい
る。また、適正な保険募集管理態勢の維持・構築を目的として、引受基準の
整備と適正なアンダーライティング、募集ツールや業務プロセスの見直し
等、実効性のある各種施策を推進していく。 
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② 会員情報の適切な管理 
会員から受け取った会員情報は、適切、正確に登録・最新化し、セキュリ

ティの確保及び事務の効率化等の観点から、申込書や関連重要書類はＰＤＦ
化することで会員情報管理態勢の維持・向上を図る。また、オンラインデー
タの整備により会員からの契約内容の照会や問合せにスピーディーに対応す
ることで顧客満足度の向上を図る。 
 

③ 適切な会費収納の実施 
会費の収納については、金融機関・収納代行業者による振替に限定し、確

実な会費収納を実施する。 
 
 

２）保険金支払 
① 保険金総額・支払件数の見込み 

2021 年度の支払保険金額の予算総額は、これまでのトレンドを踏まえ、
43 億 6,012 万円を見込む。支払件数は以下を見込む。 

 

保険金の種類 見込み件数 
通院保険金 17,350 件 
入院保険金 3,450 件 
往診保険金 5 件 
後遺障害保険金 780 件（うち 1 級障害 35 件） 
死亡保険金 90 件 

② 保険金請求の利便性向上 
事故報告を 24 時間いつでも行えるようコーポレートサイト上に設置した

事故報告受付フォームを改修し、会員の利便性向上を図る。 
保険金請求書類をデータ化し、クラウドを経由して伝送することで、保険

金支払いの早期化、個人情報の保護強化を図る。 
 

③ 適正な保険金支払のための外部専門機関等の活用 
ⅰ  専門医師への医療相談の実施 

審査にあたり、後遺障害その他高度な医学的判断を要する案件に関し
て、専門医師への相談を都度実施し、適正な支払認定を行う。また、職
員の審査精度向上のため、定期的に医療研修を実施する。 

 
ⅱ  専門機関の活用 

遠隔地において発生した事故、複雑または高度な事故案件については、
積極的に外部の調査・鑑定等の専門機関を活用する。 
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２．お客様サービス事業 
～中小企業の労働安全衛生の向上と福利厚生の充実のために～ 

 
（１）災害防止事業 

１）概要    
中小企業における労働災害防止のための職場の環境改善等の促進に資するた

めの「職場の環境改善のための補助金制度」に加え、広く中小企業における安
全で快適な職場づくりと、労働安全衛生に対する意識の向上を図るための啓発
を目的とした各種活動を実施する。 

 
２）事業計画 
① 事業所の安全衛生化促進への補助（職場の環境改善のための補助金制度） 
 

補助金制度 見込み件数 

1. 安全衛生設備等設置に対する補助 16,240 件 

2. 動力プレス機械特定自主検査実施に対する補助 1,100 件 

3. フォークリフト特定自主検査実施に対する補助 3,530 件 

4. 作業環境測定実施に対する補助 810 件 

5. 特殊健康診断実施に対する補助 1,580 件 

6. ゼロ災運動研修会等への参加に対する補助 5 件 

7. 安全運転教育研修への参加に対する補助 5 件 

8. 運転適性診断の受診等に対する補助 670 件 

9．AED 等職場の救急対策用設備の設置に対する補助 95 件 

 
② 労働安全衛生意識の向上を図る啓発活動 
ⅰ 研修会、講演会等の開催 

危険予知訓練一日研修会（KYT）、労働安全衛生講演会を開催する。また、
体感型安全教育講座を継続実施する。 

 
ⅱ ポスター等の配布及び視聴覚教材の無料貸出し 

全国安全週間、全国労働衛生週間のポスター等を広く中小企業に対して
配布を行う。また、従業員教育等に資するため、視聴覚教材の無料貸出し
を行う。 

 
ⅲ 防災・救命技能の普及促進 

職場における救急救命体制づくりの一助となるよう、普通救命講習を実
施する。 
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③ 健康の保持増進支援 
中小企業にとって最大の財産である経営者及び従業員の健康保持増進に関

する各種セミナーを実施する。 
 
（２）福利厚生事業 
  １）概要 

中小企業の職場における健康の保持増進をはじめとした福利厚生の促進に資
するための各種補助金制度を実施する。また、中小企業における福利厚生の充
実や会員事業所の安定経営に寄与する福利厚生サービスを提供し、利用促進を
図る。 

 

   ２）事業計画 
① 職場における健康の保持・増進等への補助 

 
補助金制度 見込み数 

1．定期健康診断の受診に対する補助 175,000 人 
2．人間ドックの受診に対する補助 40,800 人 
3．ホームヘルパー等資格取得に対する補助 30 人 

 

② 福利厚生サービスの利用促進 
中小企業における福利厚生の充実を図るため、レジャー、スポーツ、グル

メ、エンターテインメント、健康・美容、育児、自己啓発等の多彩なサービ
スが割引または無料で利用できるパッケージ型の福利厚生サービス「あんし
ん財団 WELBOX」のさらなる周知と利用促進を図る。 

 
③ 使用者賠償責任保険制度 

近年、労働災害発生時の使用者責任の増加が企業防衛上の課題となってお
り、会員事業所の安定経営に寄与するため 2013 年度より当法人を保険契約者
（保険料負担者）、会員事業所を被保険者とする損害保険会社の使用者賠償責
任保険を自動付帯したサービスを提供している。 
会員事業所からの評価、ニーズも高いことから、引き続き 2021 年度も福利

厚生事業の一環として実施する。 
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社会貢献活動（CSR）と広報 
 

１．社会貢献活動（CSR）への取り組み 
～中小企業で働く人々及び次世代の子どもたちへ向けて～ 
日本の中小企業の発展のために、社会及び中小企業が抱える課題と向き合い、事業

活動を通じて社会課題の解決や中小企業で働く人々及び次世代の子どもたちへ向け
た社会貢献活動に継続して取り組んでいく。 

 

（１）概要  
2014 年度から実施している社会貢献活動については、「未来を担う子どもの育

成」「経営者と働く人の心と体の健康」「中小企業の女性活躍推進・働き方改革へ
の取り組み支援」といったテーマを掲げ、継続して取り組む。 
 

（２）活動計画 
１）未来を担う子どもの育成 
①  はたらく人を応援する こども作文コンクール 

―「ありがとう」感謝の心を、未来につなぐ。― 
身近なはたらく人への感謝の気持ちや自分の将来を文章にする機会を子ど

もたちに提供することで、中小企業で働く人たちを応援するとともに、しっ
かりした職業観と勤労意欲をもった次の世代の育成に寄与する。2014 年度の
当法人創立 50 周年記念事業からはじまり、2021 年度で 8 回目を迎える。 

②  中小企業の技を、未来を担う子どもにつなぐ 『“ワザ伝”プロジェクト』 
中小企業の持つ技術や日本の伝統技術のあり方を学ぶ機会を子どもたちに

提供することで、日本の中小企業の素晴らしさを伝え、職業や職種の選択肢
の幅を広げ、多様で豊かな職業観の育成に寄与する。2021 年度も引き続き、
被災地を中心にキッズワークショップを実施し、子どもたちに笑顔を届け、
復興を支援する。 

 
２）経営者と働く人の心と体の健康 

『こころの“あんしん”プロジェクト』『AMAROK 経営者健康あんしんアクショ
ンプロジェクト』 
中小企業のメンタルヘルス対策の一環として、経営者、人事担当者、各専門家

に向け、当法人と専門機関との共同研究・調査で得られた知見など、「中小企業
で働くすべての人の心と体の健康」をテーマとした有益な情報を、専用サイトや
各種セミナー等を通じて発信していく。 
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３）中小企業の女性活躍・働き方改革支援 『はたらく×らいふプロジェクト』 

労働力人口の減少が進む中、中小企業の人材の確保や働き方改革支援の一環
として、経営者、人事担当者、働く女性やこれから社会に出る女性、共働き夫婦
等に向け、「はたらく女性と企業に寄り添う」をテーマとした有益な情報を、専
用サイトや各種セミナー等を通じて発信していく。 
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２．広報活動 
～当法人の事業、活動をよりご理解いただくために～ 

各種メディアを通じて定期的に会員や社会に情報発信し、中小企業とのコミュニケ
ーションの充実と発展を図り、当法人の事業活動の価値、理念や想いを丁寧に伝えて
いく。 

 
 （１）概要 

広報誌『あんしん Life』や当法人のホームページ、各種メディアを有効活用し
て、当法人の事業内容を周知し理解を促す広報活動を展開する。さらに、当法人
が積極的に取り組んでいる社会貢献活動について広く告知し、当法人の活動につ
いて理解度と認知度の向上を図る。 

 

（２）活動計画 
１）広報誌『あんしん Life』の発行 

当法人から会員へ丁寧な情報発信を行うツールとして、当法人のサービスを、
読者目線に立ち、わかりやすく伝える。また、会員事業所の様々な方にご覧い
ただける Web 版は、一部に動画再生や音声読み上げ機能を追加するなど、内容
充実を図る。 

 

２）ディスクロージャー 
当法人の事業内容及び財務状況等をコーポレートサイトで広く公開するとと

もに、『事業のご案内』を制作する。 
 
３）コーポレートサイト 

会員がコーポレートサイト内で当法人のディスクロージャーや各種サービス
を利用できるよう情報発信力の強化を図る。また、媒体の特性を活かした、ケガ
発生時の報告及び保険金請求書類の発送依頼を受け付けるサービスの更なる利
便性向上を図る。 
 

４）各種メディアによる広報活動 
新聞・テレビ・ラジオ等のマスメディア、WEB メディア等を活用し、会員、

中小企業及びその従業員、諸団体等の幅広いステークホルダーに当法人の理念と
事業活動について、周知、 理解向上を図る。 

 

５）社会貢献活動の広報・PR 
中小企業の発展のために取り組む社会貢献活動について、具体的な実施状況

や反響、今後の予定等を広報誌『あんしん Life』やホームページ等で定期的に
情報発信していく。 
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業務品質向上と内部管理体制 
 

１．業務品質向上 
良質で有益な会員サービスを提供するため、常に職員の知識や多様なスキルの向上

を図り、会員からの「お客様の声」を広く収集するとともに、デジタル環境の整備も
進め、業務改善や品質向上につなげていく。 

  （１）専門性を高めるための人財育成・教育研修 
１）損害保険本科講座の履修継続 

人事部では、損害保険の基本的かつ体系的な知識の習得を目指し、2017 年度
から役職員に対して損害保険本科講座（公益財団法人損害保険事業総合研究所
主催）を順次受講させており、2021 年度も引き続き履修希望者を募る。 

 
２）自己啓発、資格取得の奨励 

人事部では、職員に対して外部機関が主催する各種教育・研修プログラム（通
信講座）を提供し、その修了を条件に受講料の補助を行うとともに、業務に役
立つ一定の資格取得者に対し、受験料の援助や一時手当金を支給する等の施策
を通じて、プロフェッショナル人財の育成と活用に努めていく。 
また、職員が過去の研修等の受講状況を確認できる「スキルシート」を公開

し、自らに必要な知識の習得にチャレンジできる体制を整える。 
 

３）業務に精通するための職員研修態勢の充実 
支局・支所の職員向けに募集コンプライアンス、引受基準、マーケティング

力の強化等、保険募集に必要な専門的な知識やスキルを習得するための教育研
修を継続的に実施する。また、本部職員についても、保険金支払業務をはじめ
として、各部署の専門的業務に求められる知識・スキルの向上を目的とする各
種研修等を実施する。 
なお、研修終了後は必要に応じてｅラーニングテスト等により、理解度や知

識の習熟度の確認を行う。 
 

（２）業務改善・品質向上に向けた取り組み 
１）「お客様の声」受付管理態勢の活用 

会員等から寄せられる苦情や不満足の表明は、「お客様の声」として組織内で
共有し、これを起点とした業務改善に取り組む。また、苦情・不満足に限らず、
さまざまな意見（激励・提案）や制度に対する要望等を広く収集し、業務改善
や品質向上、さらには当法人の新たな事業展開や顧客満足度の向上につなげて
いく。 
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２）募集品質の向上 
保険募集に係る各種ツールの整備・充実を図るとともに、『重要事項説明書』

を使用し、契約にあたっての理解・判断に必要な情報を丁寧かつ分かりやすく
説明する。また、申込書等の記載に不備や誤りがないかについて十分な確認を
行う等、募集品質の向上に努める。 

 
３）契約管理態勢の強化及び各種統計の整備 

自動継続による更新証の送付時には、契約内容の確認と是正手続きを促すツ
ールを同封する等の適切な契約保全の履行や契約者との接点強化のための施
策の実施を通じ、契約管理態勢の強化を図る。また、各種保険収支や契約状況
の分析等を実現するために各種統計整備を促進する。 

 
４）顧客本位のデジタル環境の整備 

2020 年 10 月に、経営企画部に新たにデジタル推進課を設置した。 
当部門を中心に、顧客にとっての「利便性」、「当法人とのコミュニケーショ

ン」、「当法人に対して感じる価値」を一層向上させるためのデジタル環境の整
備を積極的に推進する。 
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 ２．内部管理体制 
役職員全員が当法人の業務運営、社会的責任を十分認識し、会員をはじめとする

顧客の信頼を得て、業務の有効性及び効率性の向上に継続的に取り組み、健全かつ
適切な業務運営を行うため、「内部統制基本方針」に基づいた事業運営を行う。 

  （１）リスク管理態勢 
経営環境の変化等のさまざまなリスクを的確に把握・管理することが最重要で

あるとの認識のもと、「リスク管理に関する基本方針」に基づき、組織横断的か
つ継続的に、職位あるいは職務内容に関わりなく、役職員全員がリスク管理の役
割と責任を負うことを基本とし、理事会・リスク管理委員会・各部署の３階層が
それぞれの役割を果たすことで、リスク管理の実効性を確保する。 

 

  （２）契約者・被保険者保護を図るための体制 
１）契約者・被保険者保護を図るための体制 

一般財団法人及び認可特定保険業者として、保険業法、保険法、認可特定保
険業者に関する命令等の関係法令や認可特定保険業者向けの総合的な監督指針
等を遵守しつつ、適正な経営態勢のもと、財務の健全性及び業務の適切性を維
持するよう努める。また、適正な保険募集管理態勢や適切な保険金支払態勢を
維持することの重要性や特定保険業の公共性等について、役職員が十分に認識
して業務運営を行う。 
 

２）個人情報保護態勢 
個人情報の取り扱いについては、法人として 2016 年 2 月に一般社団法人

日本個人情報管理協会（ JAPiCO）が付与している「個人情報保護認証
（JAPiCO マーク）」を取得後、PDCA サイクルを回すことで、継続的な改
善・向上に取り組み、2020 年 4 月に更新された。 

2022 年の認証更新に向け、2021 年度も引き続き、PDCA サイクルを適
切に運用し、個人情報の保護・管理・活用を行う。 

 

 （３）コンプライアンス推進態勢 
一般財団法人及び認可特定保険業者として、「事業運営の基本理念」の実現に

向けた業務遂行及び役職員一人ひとりの活動において、各種法令・規程・就業規
則等を遵守することはもとより、社会的規範、企業倫理に基づいて公正・誠実に
行動して社会的責任を果たすとともにステークホルダーからの信頼を得られる
ようにコンプライアンス・カルチャーの醸成に取り組む。 

 

１）コンプライアンス・プログラム 
① コンプライアンス教育・育成 

    ⅰ コンプライアンス研修・理解度テスト 
ⅱ コンプライアンス・マニュアルの見直し 
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ⅲ コンプライアンス・ニュースの発信 
ⅳ コンプライアンス標語の設定 
 

② コンプライアンス管理 
    ⅰ 事務ミス事務事故、コンプライアンス事象管理 

ⅱ 各職場におけるコンプライアンス・モニタリング 
ⅲ 反社会的勢力の排除 
 

③ コンプライアンス・ガバナンス 
    ⅰ コンプライアンス委員会による審議・承認 

 
（４）内部監査体制 

内部監査部門である監査部は、「内部監査基本方針」及び「内部監査規程」に基
づき、他の事業部門から独立し、法令等の遵守、業務の執行、財産の管理及び内
部管理体制に係る適切性、有効性について内部監査を実施する。また、「会計監査
人監査」「監事監査」と適時適切な情報共有を行い、監事及び法務・コンプライア
ンス部との連携を密にするとともに、監査計画・監査プログラムの基となるリス
ク評価を的確に行うことにより内部監査品質の継続的向上を図る。 

 


